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東 京 消 防 庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      東 京 消防庁 

 

  ３  審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書について、東京消防庁執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 ２ 事業執行等について 

   特に意見を付する事項はない。 
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第３  決算の概要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                                                      （単位：千円、％） 

科  目 （款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使 用 料 及 手 数 料         322,546  349,545 26,999 108.4  

国  庫  支  出  金         891,209        738,046 △     153,163 82.8 

財   産   収   入         529,512        519,495 △      10,016     98.1 

諸    収    入      46,861,832     45,007,298  △   1,854,533     96.0 

計      48,605,099     46,614,385 △    1,990,713     95.9 

       

 歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額４８６億５０９万余円、収入済額 

４６６億１，４３８万余円、比較減額１９億９，０７１万余円、収入率９５．９％である。 

        歳入の主な内容は、 

・国庫支出金のうち、災害救急情報センター運営費補助金等の消防費国庫補助金 

                                 ７億３,８０４万余円 

・諸収入のうち、多摩地区の市町村からの消防費受託事業収入 

                               ４４１億２,１０９万余円 

である。 

 

     イ  歳 出                                                     （単位：千円、％） 

科 目 (款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

消 防  費  238,696,187  236,944,282        0  1,751,904      99.3 

諸 支 出 金  4,971 4,970         0    0     100.0 

計 238,701,158 236,949,252        0 1,751,905    99.3 

       

  歳出は、第１６款消防費及び第１８款諸支出金の２款で６項１８目に区分し執行しており、

予算現額２，３８７億１１５万余円、支出済額２，３６９億４，９２５万余円、不用額１７億

５，１９０万余円、執行率９９．３％である。 

        主な執行内容は、 

      ・職員費及び管理事務等に要したもの 

           （項）消防管理費    （目）管理費    １，８９５億４，７３３万余円 

   ・消防車両及び総合情報通信体制等の整備に要したもの 

           （項）消防活動費     （目）装備費      １００億３，４４０万余円 
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      ・消防団の運営及び活動に要したもの       

           （項）消防団費     （目）活動費      ２５億９，２９２万余円 

・普通退職及び定年等退職に要したもの       

           （項）退職手当及年金費 （目）退職費     １７０億９，６９４万余円 

・消防署等の庁舎建設等に要したもの       

           （項）建設費      （目）庁舎建設費    ６４億３，７３１万余円 

   である。 

 

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１５年度末現在高 平成１４年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

      土     地 

      建     物 

      動産（船 舶） 

（浮桟橋）

         （航 空機）

      物権（地役権） 

   無 体 財 産 権 

 

 

 

      出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

      463,612.92 ｍ２ 

       641,691.51 ｍ２ 

  ４隻(230.00総トン) 

              ５ 個 

              ６ 機 

           19.93 ｍ２ 

特許権      １５ 件 

著作権      ２２ 件 

実用新案権   ２ 件 

その他準ずる権利 １３ 件 

     184,000,000 円 

     ９，７３９ 点 

     265,324,072 円 

      462,664.96 ｍ２ 

       625,788.30 ｍ２ 

  ４隻(230.00総トン) 

              ５ 個 

              ６ 機 

           19.93 ｍ２ 

特許権      １５ 件 

著作権      ２２ 件 

実用新案権   ３ 件 

その他準ずる権利 １９ 件 

     184,000,000 円 

    １０，５０９ 点 

     253,794,072 円 

       947.96 ｍ２ 

     15,903.21 ｍ２ 

       ０ 隻 

           ０ 個 

             ０ 機 

              0 ｍ２ 

             ０ 件 

             ０ 件 

△      １ 件 

△      ６ 件 

              0 円 

 △      ７７０点 

    11,530,000 円 

 

         消防庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

       ・土地の増加は、荒川消防署白鬚西出張所用地（４００．００ｍ２)の財務局からの所管換えに

よるもの及び玉川消防団第８分団格納庫用地（２３３．７５ｍ２）の寄付受領によるもの 

     ・建物の増加は、足立消防署（６，２６５．４９ｍ２ )新築及び宮城待機寮（１，９５８．７５

ｍ２）等の東京都職員共済組合への賃貸借料の完済により、無償譲渡を受けたことによるも

の 

    ・無体財産権の減少は、実用新案権及びその他準ずる権利の消滅によるもの 

    ・物品の減少は、部隊運用装置の更新にかかる指令装置等を廃棄したことによるもの 

       である。 


